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先進国の食料自給率比較

2

わが国の食料安全保障

農林水産省資料より

資料 農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算した。（アルコール類は含まない。）
注１．数値は、暦年（日本のみ年度）、スイス（カロリーベース）及びイギリス（生産額ベース）については、各政府の公表値を掲載
注２．畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算。

カロリーベース（2017年）

生産額ベース（2017年）

（2019年度）

37

67

（2020年度）



食料自給率の目標

〇 食料自給率については、食料・農業・農村基本法第15条第2項に基づき、食料・農
業・農村基本計画において、食料自給率の目標を定めている。

〇 2020年3月に策定された基本計画において、2030年度の食料自給率の目標が、カ
ロリーベース45%、生産額ベースで75%と設定されている。

〇 併せて，2030年度の飼料自給率の目標が、34 %に設定されている。

2018年度
（基準年度）

カロリーベース
食料自給率 37%

生産額ベース
食料自給率 66%

飼料自給率 25%

2030年度
（基準年度）

カロリーベース
食料自給率 45%

生産額ベース
食料自給率 75%

飼料自給率 34%

農林水産省資料より
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田

243万ha

畑

204万ha

(万ha)

(＊)輸入している畜産物の生産に必要な牧草・とうもろこし等の量を当該輸入相手国の単収を用いて免責に換算したもの
1年1作を前提

海外に依存してい
る輸入品目別の農
地面積（試算）

959万ha
(2014～2016年)

小麦

190万ha

とうもろこし

155万ha

大豆

96万ha

畜産物(＊）

318万ha

その他作物

（なたね、大麦）

200万ha
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国内農地面積

447万ha
(2016年)

日本の農産物輸入量の農地面積換算（試算）

出典：農林水産省資料（2020年12月）

日本が輸入している農産物のうち、
その輸入量を生産するために必要な
海外の農地面積は、日本国内の農地
面積の約2.1倍に相当する。

(2016年度のデータで比較）

食料自給率
（カロリーベース）

38％



わが国における農業の現状

〇 わが国の農業を支える基幹的農業従事者は、年々減少し2020年では136.1万人で、この
うち65歳以上が69.7％を占め、平均年齢は67.8歳と年齢構成のアンバランスが顕著となっ
ている。また、女性が54万人で基幹的農業従事者の39.6%を占めている。

〇 農地面積は、荒廃農地の発生や、宅地等の転用により、農地面積が最大であった1961
（昭和36）年の608.6万haに比べ、2020年においては437.2万ha(田：237.9万ha、畑：199.3ha)で、
約171.4万ha減少している。

〇 耕種作物の単収及び農産物の生産能力は、品種、家畜の改良、栽培・飼養管理技術等の
向上により増加してきたが、近年は品種改良や栽培管理技術向上の一巡等により、その伸
びが鈍化している状況にある。

世界の食料事情

〇 人口の増加に伴い穀物需要量が増加しているが、穀物生産量は、単収の伸びにより、これ
に対応。

〇 経済が成長し、所得が向上するにつれて、1人・1年あたりの肉類消費量は増加傾向にある。

〇 干ばつ等の大規模自然災害や異常気象により、穀物の生産量は大きく影響を受けている。

〇 バイオ燃料生産は、拡大傾向にあり、食用需要と競合する恐れもある。

出典：農林水産省資料



食品ロスと食品廃棄物
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我が国の食品ロス・食品廃棄物に関する法律とSDGｓ

食品リサイクル法 食品ロス削減推進法 SDGｓ

正式名称
食品循環資源の再生利用等

の促進に関する法律
食品ロスの削減の推進に関

する法律

Sustainable Development 
Goals

（持続可能な開発目標）

施行日 2001年5月 2019年10月 2015年9月国連総会で決議

趣旨

食品の売れ残りや食べ残し
により，又は食品の製造過程
において大量に発生している
食品廃棄物について、発生抑
制と減量化により最終的に処
分される量を減少させるとと
もに、飼料や肥料等の原材料
として食品循環資源の再生利
用を促進する。

① 国民各層がそれぞれの立場
において主体的にこの課題に
取り組み、社会全体として対
応していくよう、食べ物を無
駄にしない意識の醸成とその
定着を図る。
② まだ食べることができる食
品については廃棄することな
く、食品として活用する。

目標12
ターゲット：12.3

2030年度までに小売・消
費レベルにおける世界全体の
食料の廃棄を半減させ、収穫
後損失などの生産・サプライ
チェーンにおける食料の損失
を半減させる。

対象
食品関連事業者

（製造・卸売・小売・外食）
国民各層 世界各国及び人々



製造段階（食品製造）

流通段階（食品流通）
食
品
廃
棄
物 消費段階 （外食）

消費段階 （家庭）

加工残さ（動植物性残さ）
規格外品・返品

売れ残り・食品廃棄・返品

調理くず・売れ残り
食べ残し

調理くず・食品廃棄
食べ残し

食品リサイクル法
の対象となって
いる食品廃棄物

食品リサイクル法が規定する

｢食品廃棄物」とは

8

「食品ロス」とは

「食品ロス」とは、本来食べられるに
もかかわらず廃棄されているもの

発生段階 加工品 日配品・生鮮食品

食品製造業
規格外品・返品・
余剰在庫

規格外品・余剰在庫

食品卸売業 返品・余剰在庫 余剰在庫

食品小売業
売れ残り（返品し
ないもの）

売れ残り（返品しな
いもの）

一般家庭
賞味期限切れ・食
べ残し

消費期限切れ・食べ
残し・過剰廃棄

食品廃棄物等 ＝ 不可食部 ＋ 食品ロス

※、一般に規格外品とは、重量･容量や色、形状が当該商品の標準と異なるものや、包材の不良が発生した商品等を言う。



食品ロス・食品廃棄物発生量の実態
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食品廃棄物等の発生量（201８年度推計）

食品リサイクル法における食品廃棄物等

廃棄物処理法における食品廃棄物

事業系廃棄物
【769万トン】

有価物
（大豆ミール、ふすま等）

【830万トン】

② 一般家庭
家庭系廃棄物

【766万トン】

うち可食部分と
考えられる量

【276万トン】
（食べ残し、過剰除去、

直接廃棄）

減量 (脱水・乾燥等）
【166万トン】

① 食品関連事業者
・食品製造業
・食品卸売業
・食品小売業
・外食産業

うち可食部分と
考えられる量
【３24万トン】

（規格外品、返品、
売れ残り、食べ残し）

事業系廃棄物
＋有価物

【１,765万トン】

食品由来の
廃棄物等

2,531万トン

うち可食部と
考えられる量

（食品ロス）

600万トン

出典：農林水産省・環境書資料



2315
2271

2086
1996

1916 1927 1953
2010 1970

1767 1765

1072 1032 1072 1014
885 870 822 832 789 783 766

0

500

1000

1500

2000

2500

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

家庭系食品廃棄物

事業系食品廃棄物

（全体の30％）

（全体の70％）

事業系・家庭系の食品廃棄物等発生量の推移
万t

年度

出典：農林水産省・環境書資料

2018年度
食品廃棄物等総発生量

2,531万ｔ



○ 食品廃棄物等の発生量は、2018年度で1,765万トンとなっており、このうち
食品製造業が、約80%を占めている。

○ 食品廃棄物等のうち食品ロスの発生量は、324万トンとなっている。

事業系食品廃棄物等の業種別発生量の内訳
[2018（平成30）年度推計]

事業系食品廃棄物等発生量の業種別内訳

発生量合計
1,765万ｔ

食品卸売業
28万ｔ
（2％）

食品小売業
122万ｔ
（7％）

外食産業
215万ｔ
（12％）

食品製造業
1400万ｔ
（79％）
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事業系及び家庭系の食品ロス発生量の内訳
（2018年度推計）

食品ロス
発生量合計

600万ｔ

事業系
324万ｔ
（54%）

家庭系
276万ｔ
（46%）

食品廃棄物等

64％

食品ロス

36％
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食品廃棄物等

82%

食品ロス

18％
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事業系
（食品廃棄物等中の食品ロス割合）

家庭系
（食品廃棄物等中の食品ロス割合）

食品廃棄物発生量
1,765万t

食品廃棄物発生量
766万t

13出典：農林水産省・環境書資料



事業系食品ロスの業種別発生量の推移と内訳（[2018（平成30）年度]）

○ 食品廃棄物等の発生量は、2018年度で1,765万トンとなっており、このうち食品ロスの発
生量は、324万トンとなっており、食品製造業が39%を占め、次いで外食産業36%の順なっ
ている。

2018年度
発生量合計

324万ｔ

食品製造業
126万ｔ
（39％）

食品卸売業
1６万ｔ
（5％）

食品小売業
66万ｔ

（20％）

外食産業
116万ｔ
（36％）

14

事業系食品ロス発生量の推移 事業系食品ロス発生量の業種別内訳

出典：農林水産省・環境書資料
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家庭系食品ロスの発生量の推移と内訳（2018年度）

直接廃棄
96万t

（35％）

食べ残し
123万万t
（44％）

過剰除去
57万t

（21％）

2018年度
食品ロス量

276万ｔ

直接廃棄： 賞味期限切れ等により料理の食材又はそのまま食べられる食品として使用・提供されずにそのまま廃棄したもの
過剰除去： 調理時にだいこんの厚むき等、不可食部分を除去する際に過剰に除去された可食部分
食べ残し： 料理の食材として使用又はそのまま食べられるものとして提供された食品のうち、食べ残して廃棄したもの

出典：農林水産省資料
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資料：総務省人口推計(2９年10月1日) 平成2９年度食料需給表(確定値）

日本の食品ロスの状況 [2018（平成29)年度]

約600万トン

約324万トン

事業系

日本の「食品ロス」

国民１人１日当たりの
食品ロス量

約130ｇ
(年間４7ｋｇ）

※ 茶碗約1杯の
ご飯の量に相当

（年間1人当たりの
米消費量約54ｋｇ）

家庭系

約276万トン

国連WFPによる
世界全体の

食料支援量(2018年)

約390万トン

＜世界の状況＞

世界の食料廃棄量

食料廃棄量は、年間約
13億トン

(人の消費のために生産され
た食料のおよそ1/3を廃棄）

世界の人口

2019年約77億人
(2050年には約97億人）

深刻な飢えや栄養不足

飢えや栄養で苦しんで
いる人々は、約8億人

5歳未満の発育障害は、
約1.5億人

参考
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食品ロスの削減の取組み

17



18

食品ロス削減に関する国際的な目標（ＳＤＧｓ）

ターゲット12.３
2030年までに、小売・

消費レベルにおける世界
全体の一人当たりの食料
の廃棄を半減させ、収穫
後損失などの生産・サプ
ライチェーンにおける食
料の損失を減少させる。

ターゲット12.5
2030年までに、廃棄物

の発生防止、削減、再生
利用及び再利用により、
廃棄物の発生を大幅に削
減する。

SDGs 12
つくる責任 つかう責任

食品ロスについては、SDGsの目標を踏まえ、2030年

を目標年次として、事業系および家庭系ともに2000年度

推計発生量の半減とする目標が設定されている。

事業系・家庭系食品ロス半減目標

2000年
推計発生量

2018年
発生量

2030年
発生目標値

事業系
食品ロス

547万㌧ 324万㌧ 273万㌧

家庭系
食品ロス

433万㌧ 276万㌧ 216万㌧

事業系食品ロス削減目標については、食品リサイクル法の基本方針において策定（2019年7月）
家庭系食品ロス削減目標については、第四次循環型社会形成推進基本計画において策定（2018年8月）

出典：農林水産省資料



433万ｔ

276万ｔ 216万ｔ

2000 2018 2030

基準年度 現 状 目標年度

547万ｔ

324万ｔ 273万ｔ

2000 2018 2030

基準年度 現 状 目標年度

54万t減
(16%削減）

事業系食品ロス半減目標 家庭系食品ロス半減目標

SDGｓ目標12・ターゲット12.3の2030年における食品ロス半減目標

(年)

SDGｓの2030年までに食品ロス削減目標を受けて、
国は家庭系の食品ロスを2030年度に2000年度比で半
減させる目標を盛り込んだ「循環型社会形成推進計
画」を 2018年6月閣議決定した。

事業系食品ロスの発生量について、現在の推計方法では、
定期報告データを取り始めた2008(平成20）年度までしか
遡ることができないため、各業種ごとのトレンドから推計

する方法等で試算された。

60万t減
（22％削減）

19



食品製造業・卸売業・小売店業間の流通過程での食品ロス

20

食品製造業 食品小売業

販 売

返 品

製造過多 販売期限切れ

商品の定番カット規格外品の発生

食品ロスの発生

食品卸売業

✓製造業：製造段階での印字ミス、規格外品の発生、製造過多
✓卸売業：流通過程での商品の汚損・破損
✓小売業：需要予測のズレによる売れ残り

新商品販売や規格変更に合わせて店頭から撤去された食品
（定番カット食品）

納品期限切れによる受取拒否



食品製造、卸、小売業における商慣習（1/3ルール）の見直し

21

●店頭から
撤去、廃棄

(一部値引き
販売)

店頭で
の販売

２ヶ月 ２ヶ月２ヶ月

製造日

卸
製

造

納品期限 販売期限 賞味期限

小

売

① 納品期限の緩和

3ヶ月 ２ヶ月 1ヶ月

製造日

卸
製

造

納品期限 販売期限 賞味期限

小

売

現

状

納
品
期
限
の
緩
和

納品期限を1/3から1/2に緩和

推奨3品目：清涼飲料・賞味期間180日以上の菓子・麺類

見
直
し
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食品製造、卸、小売業における商慣習（1/3ルール）の見直し

② 賞味期限の大括り化（年月表示・日まとめ表示）

2021.10.16 2021.10

菓 子 麺 類 清涼飲料

「年月日」表示から「年月」表示

③ 賞味期限の延長

製品の製造技術や食品保存技術の向上や容器包装技術の進歩によって賞味期限の延長が可能
となっている。



食品ロス削減に向けてできること

〇 食品ロスの発生には、直接的・間接的に様々な要因が複雑にかかわっている。

〇 それぞれの立場で取組むこと、協力しながら取り組むことを、できることから着
実に進めることがが大切。

食品製造 卸 売 小 売 外 食 家 庭

・需要予測精
度向上

・製造ミス削減
・賞味期限延長
・年月表示化
・期限設定情

報開示

・需要予測精
度向上

・売り切り
・発送時のれ
・破損削減

・需要予測精
度向上

・売り切り
・小容量販売
・バラ売り

・需要予測精
度向上

・調理ロス削減
・食べ切り運動
・小盛サービス
・持ち帰り

（自己責任）

・冷蔵庫・家
庭内の在庫
管理

・計画的な買
い物

・食べ切り
・使い切り
・期限表示の

理解

・フードチェーン全体での返品・過剰在庫削減
・余剰食品のフードバンク寄付

食品ロスの実態把握・削減意識共有、もったいない精神
23



食品の期限表示
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消費期限及び賞味期限ともに定められた方法により保存した場合においての期限である

消費期限と賞味期限

25

消費期限
（use-by date)

賞味期限
(best-before)

意 味 安全に食べられる期限

おいしく食べることができる期限
（この期限を過ぎても、すぐ食

べられないということではない）

表示の仕方 年月日で表示
3ヶ月を超えるものは、年月でs表示
し、３ヶ月以内ものは年月日で表示

対象食品
弁当・サンドイッチ、
菓子パン、生めん等

牛乳、スナック菓子、
カップめん、缶詰等



品質

保存日数

安全に食べ
られる限界

製造日

→

↑ ↑ ↑

早く悪くなるもの

劣化が比較遅いもの

まだ食べられる

賞味期限と消費期限のイメージ（開封前）

期限を過ぎたら食べない方

がよい期限 (use-by date)

《例》 弁当、サンドイッチ など

おいしく食べることができる期限

(best-before)

※ 期限が過ぎても、すぐ食べられない

ということではない。

《例》 スナック菓子、カップめん など

消費期限 賞味期限

加工食品には、賞味期限又は消費期限のどちらかの期限表示が表示されている。（一部の食品を除く）

26

劣化が比較的遅いもの



○ 賞味期限の設定は、「食品期限表示の設定のためのガイドライン」
において、客観的な指標に基づき設定された期限に１未満の係数（安全
係数）をかけて設定することが基本とされている。
調査結果によれば、安全係数は、0.8を採用している商品が多い。

○ 商品群ごとにみても、使用される安全係数は商品により異なっている
が、賞味期限は10ヶ月以上12ヶ月以下に設定されている商品が多い。

（注）

（注）「食品期限表示の設定のためのガイドライン」（平成17年2月厚生労働省・農林水産省）

客観的な項目（指標）：理化学試験、微生物試験等において数値化することが可能な項目

賞味期限の設定について

27

(例）客観的な指標によって設定された期限（10ヶ月）× 安全係数（0.8）＝ 店頭での賞味期限（8ヶ月）



・ 賞味期限が過ぎてもすぐに食べられなくなるわけではないことを
理解して、見た目やにおいなどの五感で個別に食べられるかどうか

判断する。

・ 冷蔵庫などの在庫管理や調理方法、献立の工夫に取り組む。

※ 農林水産省・厚生労働省作成パンフレット

① 買い物に行く前に冷蔵庫の中にある食材
の種類や量を確認する

② 食べきれなかったものを他の料理に作り
かえる。

③ 日頃から賞味期限を点検・把握する。

消費者に取り組んでいただきたいこと

冷蔵庫の管理や調理や献立の工夫

28



食品ロス及び食品廃棄物の利活用の事例

29

http://blog.excite.co.jp/mottainai-lab/iv/detail/index.asp?s=20677381&i=201501/08/22/a0083222_10523712.jpg
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食品ロスの処理方法

○ 規格外品

○ 返品

○ 余剰在庫

○ 売れ残り

廃棄処分

再利用へ

有価での利用

例：ディスカウントス
トア等での特価販売

無償での利用

例：フードバンク活動・
フードドライブへの寄付

食品ロスの要因 処 理 方 策

レストラン等での
食べ残し

（ドギーバッグ）の活用
（mottECOは、環境省が新たな名称・ロゴとして選定）



～ フードバンク活動とは ～

○ 包装の印字ミスや賞味期限が近いなど、

食品の品質には問題がないが、通常の販

売が困難な食品・食材を、NPO等が食品

メーカー等から引き取って、福祉施設等

へ無償提供するボランティア活動。

○ 生産・流通・消費などの過程で発生する未利用食品を食品企業や農家などから
の寄付を受けて、必要としている人や施設等に提供する取組

○ もともと米国で始まり、既に約50年の歴史があるが、我が国では、ようやく広
がり始めたところ。日本では北海道から沖縄まで151団体が活動中（2021年8月31日現在）

フードバンク活動の取組

31

各
企
業
・
個
人

フ
ー
ド
バ
ン
ク

福
祉
施
設
・団
体

支援者
受益者

フードドライブ：市民から食品の提供を受けるイベント

フードバンク地域別活動団体数

北海道エリア

11団体

東北エリア

13団体

関東・甲信エリア

46団体

北陸エリア

10団体

東海エリア

15団体

近畿エリア

13団体

中国エリア

15団体

四国エリア

4団体

九州・沖縄エリア

24団体

出典：農林水産省資料
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フードバンク活動における食品の取扱い等に関する手引き（改正概要）

農林水産省HPより
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食品リサイクル法における再生利用等

飼料化が再生利用の最優先

発生抑制 再生利用 熱回収 減 量

・製造工程の
見直し

・適正仕入れ

・返品の削減

・盛り付け量の
見直し

飼 料
肥 料

菌床への活用
油脂・油脂製品

メタン
炭化物

（燃料・還元剤）

エタノール

脱 水

乾 燥

発 酵

炭 化

75 kmの範囲内

に特定肥飼料等

の製造の用に供

する施設が存在

しない等の場合

取り組みの最優先

再
生
利
用
等

基本方針改正案（2019年）における再生利用手法の追加： 「菌床への活用」（キノコ類の栽培のために使用される固形状の培地）



食品廃棄物等の再生利用等の実施率

農林水産省・環境省資料
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食品製造業

食品卸売業

食品小売業

外食産業

食品産業全体

（％）

年度

再生利用

（肥料化・メタン化等）

56万t

（7.3％）

焼却・埋立

710万t

（93.7％）

事業系食品廃棄物等
家庭系食品廃棄物等

（一般廃棄物）

CO2の発生

食品リサイクル法における再生利用等とは、①発生抑制 ②再生利用 ③熱利用
④減量であり、発生抑制が最優先とされている。

また、②再生利用とは、次の手法を用いて再生利用（リサイクル）することを言う。
飼料化、肥料化、キノコの菌床、油脂・油脂製品・メタン、炭化製品、エタノール
であり、飼料化が最優先手法とされている。



循環型社会の形成を目指して
～食品ロス・食品廃棄物を循環資源に～
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みどりの食料システム戦略
（農林水産省 2021年5月策定）

食料・農林水産の生産向上と持続性の両立をイノベーションで実現

2050年のカーボンニュートラルの実現、生物多様性目標への貢献

1. 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現

2. 化学農薬の使用量をリスク換算で50%削減

3. 化学肥料の使用量を30%削減（有機物の循環利用）

4. 耕地面積に占める有機農業の取組面積を25％、100万haに拡大

5. 2030年までに持続可能性に配慮した輸入原材料調達の実現 等

ミドリの食料システム戦略の概要

出典： 農林水産省資料
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持続可能な農業を目指す
土づくりと地球温暖化防止効果

ターゲット2.4
2030年までに、生産性

を向上させ、生産量を増
やし、生態系を維持し、
気候変動や極端な気象現
象，干ばつ、洪水及びそ
の他の災害に対する適応
能力を向上させ、斬新的
に土地と土壌の質を改善
させルような、持続可能
な食料生産システムを確
保し、強靭（レジリエン
ト）な農業を実践する。

ターゲット13.1
すべての国において、

気候関連災害や自然災害
に対する強靭性（レジリ
エンス）及び適応能力を
強化する。

ターゲット13.2
気候変動対策を国別の

政策、戦略及び計画に盛
り込む。
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農耕地土壌の現状と課題

〇 わが国の農耕地土壌は、火山灰土壌が多く、温暖多雨な気候で塩基類（Ca、Ｍｇ等）が流亡しやすく、酸性土壌になりや
すい。また、化学肥料に頼りすぎることから、地力低下や養分バランスが悪化した土壌の割合が増加している。

〇 加えて農業労働力の減少・高年齢化等による有機物の投入量が、年々減少しており、地力 の低下を招いている。

農地土壌は、農業生産の基盤である。
農業生産の持続的な維持向上に向けて「土づくり」が重要

有機物（腐植）含量の相違が土壌環境に及ぼす影響

肥料の流亡が大きい 肥料の流亡が小さい

有機物
（堆肥等）

① 物理性の改善： 団粒構造の形成
（根の伸長、通気性、保水性・離水性向上、保温性）

② 化学性の改善： 肥料成分の保持・
養分の供給力増加
(塩基置換容量の増大、各種肥料成分の供給）

③ 生物性の改善： 土壌微生物の増加
（土壌微生物による有機物の分解）

農畜物の増産
品質向上

食料自給率の向上

環境保全型農業

団粒構造の形成
根の伸長良好

単粒構造
根の伸長に影響

日本土壌協会「有機農業の基礎知識」一部著者変更
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農耕地の炭素貯留効果 ＝ 地球温暖化防止効果

土 壌
土壌中の有機炭素（腐植）
（土壌有機炭素：2兆ｔ）

各種有機物
（食品廃棄物等の事例）

飼 料 化 メタン

家畜ふん尿 堆 肥

肥 料 化

〇 作物生産の場である土壌へ堆肥等の有機物（炭素）を施用することにより、土壌中への炭素の施
用量が分解量を上回れば土壌中の有機炭素が増える。有機物は、微生物により分解され大気中に
放出されるものの、一部は分解されにくい土壌有機炭素となって長期間に土壌中に貯留される。

〇 炭素の貯蔵庫として、大気中の2倍以上、陸上植物の約4倍貯蔵し、その増減は地球温暖化に大き
な影響を及ぼす。

炭素貯蔵量は、土地利用、管理（農法・有機物施用量）等の人為的要因で変化する。

分解・呼吸

大気中に
CO2として放出

農畜物の増産
品質向上

食料自給率の向上

環境保全型農業

処理液

出典： 農林水産省資料
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ご清聴有難う御座いました。


